
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
      ２　職員数は、平成１９年４月１日現在の人数です。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

【参考】府中市の地域手当補正後ラスパイレス指数

（平成２０年４月１日現在）

（注）　H20.4.1現在における団体の支給率と国基準の支給率により算出したものです。
　※　「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家
　　公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正した
　　ラスパイレス指数です。

240,676

１８年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

16.616.3

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（１９年度末） Ｂ／Ａ

　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円
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　　　　　　Ｂ
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1,235 5,013,828 1,454,331

104.1

千円 千円
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成１７～１９年の３ヶ年平均）
※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。
※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に支給された
   期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　　　③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　されているものです。　

　　　　のです。

―

―

6,717,884 ― ―

民間

（Ｄ）

年収ベース（試算値）の比較

公務員

4,152,700

4,170,0007,761,191

―

（Ｃ）

Ｃ／Ｄ

―

7,184,515 1.73

―

―

―

―

―

―

―

―

―

48.9 4,784

区　　分

202 427,657 405,126

参　　考

346,66147.0

320,623

―

1.44

1.59

―

民　　　間 参　　考

Ａ／Ｂ対応する民間

の類似職種

平均年齢

― ―

平均給与月額

（Ｂ）

―

―

303,100

299,700

―

―

―

―

調理士 37.5

43.6廃棄物処理業従業員

―

284,679

477,917

413,449

424,491322,550

47

17

53

443,246

393,995

357,243

373,259

331,900

平均給与月額

（国ベース）

416,001

430,963

平均給与月額

（Ａ）

431,974

436,246

平均給料月額

348,090117

東京都

国

類似団体

平均年齢

44.1

45.2

47.8

41.9

46.7

平均年齢

その他

うち清掃職員

うち給食調理員

府中市

1.86

―

その他

423,928

387,506

類似団体 435,675

43.3 350,724

42.0

東京都

職員数

区　　分 平均給与月額 平均給与月額

（国ベース）

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務　　　　　 

　　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかに

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊　　　

　　　　勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したも

平均給料月額

476,588

391,848

40.5 333,053

東京都

385,683

平均給与月額

41.3 336,807

区　　分

公　務　員

476,236

平均年齢 平均給料月額

うち給食調理員

うち清掃職員

府中市

区　　分

44.3

国 41.1 325,113

474,047

361,437

467,549348,655府中市

類似団体

府中市

43.2 375,900

424,745

2,017 389,865
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 (2) 職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 －

－ －

（注）　府中市の技能労務職の初任給は、年齢により幅があるため平均額を記載しています。

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在）

（注）１　府中市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

７　　級

３　　級

６　　級

４　　級

５　　級

区　　分

経験年数１５年

円

標準的な職務内容

　　　　　　　　人

24

240,625

4.5

8.6

相当の知識、技術又は経験を必要と
する職務

20.9

２　　級

49 6.1

大　学　卒
Ⅱ種　　172,200

140,100

円

144,800

一般行政職

185,400

府　中　市区　　　　　分

技能労務職 高　校　卒

中　学　卒

142,700

経験年数２０年経験年数１０年

市長部局等の係長、所長、苑長、館長
及び主査等の職務

179,400 円 181,200

384,419282,667 333,271

区　　　　分

　　　　　　　　人

332,992302,800

34.7

　　　　　　　　人
１　　級

　　　　　　　　人
市長部局等の主任の職務

市長部局等の課長及び主幹等の職務

　　　　　　　　％

168

　　　　　　　　人

定型的な業務を行う職務

22.2

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

技能労務職

一般行政職

高　校　卒

179

国東　京　都

Ⅰ種　　181,200

142,700

　　　　　　　　％

279

69

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

36

構成比

　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

3.0

市長部局等の課長補佐及び副主幹等
の職務

職員数

市長部局等の部長、参事及び次長等
の職務

大　学　卒

高　校　卒

1級 8.6% 1級 8.2% 1級 5.8%

2級 34.7% 2級 33.5%
2級 47.1%

3級 22.2% 3級 23.5%

3級 12.7%

4級 20.9% 4級 20.6% 4級 20.8%

5級 4.5% 5級 4.3% 5級 4.2%

6級 6.1% 6級 7.3% 6級 7.0%
7級 3.0% 7級 2.6% 7級 2.4%

0%
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80%
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100%

平成２０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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 (2) 昇給への勤務成績の反映状況

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算　　5～20% 　・職務段階別加算　　3～20% 　・役職加算　　5～20%

　・管理職加算　　15～25% 　・管理職加算　　10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

 (2) 退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１９年度に退職した職員に支給された平均額です。

1,778

1.80

59.28

30.55

41.34

59.28

59.28

23.50

33.50

1.60

47.50

病気休暇や休職などの実績を支給額に反映させています。

現在のところ成績率には差を設けず、一律に支給しています。

0.750.551.644

3.09

勤務成績の評定の実施状況

1.40

7,697

0.70

3.50

26,478

1,977

１人当たり平均支給額（１９年度）

国府　　　　　　　　　　　中　　　　　　　　　　　市

50.00

35.00

45.50

24.25

―

32.50

49.75 59.20

59.20

東　　　　　京　　　　　都

１人当たり平均支給額（１９年度）

1.00

　勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

府　　　　　中　　　　　市

3.00

国

1.50

昇給への勤務成績の反映状況

地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定基準日として、課長職以下の

全職員について勤務成績の評定を実施しています。

平成２２年度までに新たな人事評価制度を導入し、その評価基準に応じた昇給制度の

確立と運用を図っていく予定です。

　【参考】
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 (3) 地域手当

（平成２０年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

（注）　「支給実績」及び「支給職員１人当たり平均支給年額」は、平成１９年度における地域手当の額です。

 (4) 特殊勤務手当（平成２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

12

35,904

支給対象職員数

12府中市 1,370

2,585

638,261

手当の名称

変死人死体処理手当

行旅病者処理手当

清掃作業手当

災害発生時緊急出動対
策作業手当

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給実績（１９年度決算）

支給対象地域

日額１50円

左記職員に対する支給単価

465,884

家庭訪問及びその監督
指導

月額3,000円

伝染病の予防消毒

１件当たり3,000円

１件当たり1,500円

日額200円

11種類

日額400円

主な支給対象業務

災害発生時又は発生す
るおそれがある場合に
おける、緊急出動及び
対策作業

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

生活保護法施行のための家庭訪
問に従事する職員及びその監督
指導に当たる職員

浄水所のマンホール内
の作業

高所作業

受託水道事業の現場作
業又はこれに付随する
作業

伝染病予防消毒手当
伝染病の予防消毒に従事する職
員

支給実績（１９年度決算）

手当の種類（手当数）

災害が発生した場合又は発生す
るおそれがある場合において、緊
急に出動し、対策作業に従事する
職員

受託水道事業の現場作
業手当

受託水道事業の現場作業又はこ
れに付随する作業に従事する職
員

浄水所マンホール内作
業手当

浄水所のマンホール内の作業に
従事する職員

高所作業手当 高所作業に従事する職員

5.2

日額200円

変死人死体の処理

国の制度（支給率）

主な支給対象職員

支給率

１件当たり2,000円

毒物取扱手当 毒物の取扱に従事する職員 毒物取扱 日額200円

行旅病者処理に従事する職員 行旅病者の処理

変死人死体処理に従事する職員

 (2)道路・下水道清掃作業
道路及び下水道清掃作業に従事
する職員

 (1)ごみ収集作業 ごみ収集作業に従事する職員

日額250円
道路及び下水道清掃作
業

ごみ収集作業 日額250円

生活保護法施行のため
の家庭訪問手当
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

 (6) その他の手当（平成２０年４月１日現在）

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

(注）　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）                         

        勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

給

料

（算定方式）

108万円×在職年数×3.5

（１期の手当額）

15,120,000円

 94万円×在職年数×3.0 11,280,000円 任期毎

656,600

940,000 690,300

139,737 1,109,025

通勤手当

議 長

副 市 長

議 員

副 市 長

131,575 千円 226,074

148,280 千円 120,065

管理職手当
管理又は監督の地位に
ある職員に支給

異なる 支給割合

　　（１９年度支給割合）

（参考）類似団体における最高／最低額

72,231

千円

交通機関利用者は６か月
定期などの価格の総額
自転車2,000円
バイクなど2,300円

住居手当 世帯主　13,900円 異なる

支給額異なる 88,194 千円

支給要件
支給額

国の制度と

扶養手当

配偶者13,800円、そのほ
かの親族8,400円、満16
歳から22歳の子には
4,500円加算

市 長
退
職
手
当

副 市 長

期
末
手
当

議 長

4.50

4.75

市 長

報

酬

副 議 長

議 員

副 議 長

内容及び支給単価

1,100,000市 長

平均支給年額
（19年度決算）

支給職員１人当たり

361,594

支給実績

298

278

（19年度決算）

420,000

400,000

463,000742,000

666,000

　　（１９年度支給割合）

604,000

570,000

550,000

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

区　　　分 給　　料　　月　　額　　等

1,080,000

任期毎

（支給時期）

備　　　　考

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

異なる内容
国の制度
との異同手　当　名

343,949

940,000

650,000

異なる 支給額

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ）
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６　職員数の状況

 (1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（類似団体の人口10,000人当たり職員数 人）

人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（類似団体の人口10,000人当たり職員数 人）

＜参考＞
人口10,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職（教育長を含む）に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

 (2)年齢別職員構成の状況（平成２０年４月１日現在）

　

54.68
1,316 △23

小　　計 103 103 0

～

未満

～ ～ ～

27歳 31歳23歳

[ 1,602 ] [ 0 ]

対前年
増減数

下水道部門職員減員

0

経済観光部門職員減員

△ 2

1,213

235 △13

△23

普
通
会
計
部
門

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

商　　工

土　　木

一
般
行
政
部
門

12

人

1,3150

人 人

145 206117 86156

67

府中駅南口周辺整備担当職員増員ほか

職員数

67

計

△ 1

105

区　分

平成２０年平成１９年

税　　務

民　　生

教育部門

計

主な増減理由

衛　　生

議　　会

総務企画

452

231225

労　　働

農林水産

98

2

441

2

98

5

△11

0

0

都市整備部門職員減員ほか116

△ 10

7

5

28歳

1,236

88

52歳

0

＜参考＞

48歳

6

32歳

50.40

15

20歳 20歳 24歳

合　　計 1,339

　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

～

40歳36歳

39歳

～

56歳 60歳44歳

～ ～ ～ ～

59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人

35歳 55歳43歳 47歳 51歳

職員数
1300

人 人

186 126

[ 1,602 ]

58

人

61.13

高齢者支援部門職員増員ほか

40.64
43.35

図書館貸出し業務の民間委託ほか

＜参考＞
988

△ 4

978

120

＋ 6

0

12

90 ＋ 2

248

下 水 道 13

小　　計

そ の 他

保育士配置基準見直しほか

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成

比

%
（例）
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 (3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、平成１７年～２２年の５年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年までの   

  　　　職員増減数の累計を示しています。                                              

1,357 1,328 29 2.1

＋ 3増減 △19

職員数

増減

245

△16

数値目標

119 100 103 103 ―

　　　　（　　％）

（参考）

計

１７年 １８年 １９年 ２０年 １７年～２２年

計画始期

＋ 2 △13 　　　　（　　％）

247 247 234

△ 3 △23

　　　　（　　％）

―

△ 2

1,315 ―

―

＋ 5 △ 8 △10

0

1,341 1,338

　　　　△42  （144.8％） △29

1,328

増減

一般行政

１年目

職員数

純減数

職員数 職員数

平成17年4月1日

988 978

純減率

３年目２年目

平成22年4月1日

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

996991

教　育

増減

計

公 営 企 業 職員数

等 会 計

職員数 1,357
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